
１　事業目的

２　事業内容

３　事業スケジュール（実績）

9月～10月 参加道内企業募集・道産品募集 ①～⑥

10月

11月 商品概要書・試食プレゼン会用パンフレット制作 ①～④
11月 オンライン 事前オンラインセミナー ②
11月 シンガポール 現地試食商談会 ③
11月 札幌市内 欧米市場展開ワークショップ ⑤

12月 シンガポール 現地試食プレゼン会 ④

12月 札幌市内 ①～②

12月 札幌市内 第１回欧米バイヤー招へい商談会・視察会 ⑥

12月 旭川市内 ①～②

１月～2月 札幌市内 海外バイヤー招へい商談会（札幌市内×３回） ①～②
１月 札幌市内 第２回欧米バイヤー招へい商談会・視察会 ⑥

1月～3月 オンライン フォローアップ商談 ①～④

2月

3月 事業報告書の作成 ①～⑥

４　実施結果

85回

計

５社

参加企業数 85社（延べ）

バイヤー数

商談件数 37回

37社

２社

48回

48社

３社⑥海外バイ
ヤー招へい
商談会、視察
会

②海外バイ
ヤー招へい
商談会

米国欧州

タイ ベトナム

バイヤー数 ３社 ３社 ３社

【2事業内容-⑶内容の番号】

○

○

輸出協力企業（輸出商社等）とのマッチング・海外バイ
ヤー招へい商談会

○
輸出協力企業（輸出商社等）とのマッチング・海外バイ
ヤー招へい商談会

○

【北海道・札幌市共催（協議会）事業】

令和６年度　道産品の輸出販路開拓・拡大事業

　道産品の輸出拡大に向けて、道と札幌市が連携し、ジェトロや金融機関等の海外ネットワークを活用しながら、海外バイヤー
招へい商談会や現地プロモーションなどを実施し、新たなターゲット市場の開拓や輸出品目の拡大を図る。

時期 場所（会場等）
エリア

内容（規模、対象、方法　等） 備考
ASEAN等 欧米

○

○

○

○

26社 32社

商談件数 32回 30回 32回

参加企業数 30社

⑤欧米市場
展開ワーク
ショップ

・札幌市内の貸会議室にて、欧米市場展開を目指す道内企業を対象にワークショップを開催。道内から計18の企業、団体が
参加。欧米市場分析、輸出規制等の情報提供や、専門家等への個別相談を実施。

③現地試食
商談会

・シンガポールのホテルにて、現地バイヤー等を対象に道産品の試食商談会を実施。道内企業12社の29商品が出品され
た。当日会場に参加した招聘者（飲食店シェフ、バイヤー）等は12社18名。当日はプレゼン会場にて、道内企業の商品につ
いて35件の商談を実施し、うち24件が継続商談。

④現地試食
プレゼン会

・シンガポールのレストランにて、現地有名シェフの実演による道産食材を活用したメニューやワインの提供により、食材の魅
力や利用方法について発信。当日会場に参加した招へい者（飲食店シェフ、バイヤー）等は12社13名。その場で14件の商談
を実施し、うち2件が継続商談。

計

９社

88社（延べ）

94回

（１）対象市場国・地域
    　ASEAN（シンガポール、タイ、ベトナム）、欧州（ドイツ）、米国
（２）分　野
     道産品：道内で製造または加工されたもの全般（道産の食品、化粧品）
（３）内　容
　　【対象市場・地域：ASEAN（シンガポール、タイ、ベトナム）】
　　①輸出協力企業（輸出商社等）とのマッチング
　　②海外バイヤー招へい商談会
　　③現地試食商談会
　　④現地試食プレゼン会
　
　　【対象市場・地域：欧米】
　　⑤欧米市場展開ワークショップ
　　⑥海外バイヤー招へい商談会、視察会

○

○

○

○

○

①輸出協力
企業（輸出商
社等）との
マッチング

・事前オンラインセミナー（「食の輸出拡大セミナー」）：
輸出に関するシンガポール・タイ・ベトナムの基本情報、現地ニーズの把握、バイヤーとの商談を効果的に進めるためのポイ
ント把握に向けたセミナーを実施し、道内サプライヤー15名が参加。
・海外バイヤーとサプライヤー及び輸出協力企業のマッチング商談会（「海外バイヤー×サプライヤー・輸出協力企業 海外
販路開拓マッチング・商談会」）：
招へいした海外バイヤーと道内輸出協力企業等とのマッチングを、「札幌」「旭川」でそれぞれ1回ずつ、商談会と併せて実
施。札幌で輸出協力企業等（3社）と道内サプライヤー19社、旭川で輸出協力企業等（4社）と道内サプライヤー10社がマッチ
ングを行い、各取扱製品や商流・ターゲット市況についての情報交換を実施。

シンガポール



１　事業目的

２　事業内容
■海外販路拡大支援
（１）対象国

ＡＳＥＡＮ等
（２）分野

環境・ＤＸ分野等の技術・製品・ノウハウ等
（３）内容

展示会出展、フォローアップ

■国際ビジネス人材支援
（１）対象国

全世界
（２）分野

IT分野等
（３）内容

合同企業説明会開催

３　事業スケジュール

内容（規模、対象、方法　等） 備考

○展示会出展

10月17日、10月18日、 Taiwan Innotech Expo　出展（道内企業と対象国企業との商談支援）

○フォローアップ

11月～３月（随時実施） オンライン 道内企業と対象国企業による商談を支援

○合同企業説明会

11月21日、11月22日 道外留学生向けのオンライン合同企業説明会

○合同企業説明会

北海道大学（クラーク会館） 道内留学生向けのIT関連企業合同企業説明会

　

４　実施結果
■展示会出展
・台湾で開催された展示会「Taiwan Innotech Expo」に「北海道・札幌市ブース」を出展。
・同ブースにおいて、受託企業HP等で募集した道内企業６社（うち現地参加３社）の海外展開を支援。
・展示会出展に当たっては、台日産業連携推進オフィス（TJPO）と連携して、道内参加企業と対象国企業との商談マッチングを実施。
・商談件数26件、うち継続商談１件。

■オンライン商談
・道内出展企業と対象国企業のオンライン商談を実施。
・実施に当たっては、商談実施に必要なビジネス通訳の手配等を支援した。

■合同企業説明会
＜オンライン合同企業説明会＞
・出展企業14社。参加者54名。
・企業向け事前ガイダンスを10月23日に実施し、個別企業向けのリハーサルを10月30日～１１月15日に実施。
・合同企業説明会を通して、２名の内定が実現。なお、面接等の選考に至ったケースも含めると17名となる。

＜IT関連企業合同企業説明会＞
・出展企業16社、参加者57名。
・企業向け事前ガイダンスを11月11日に実施。
・出展企業のほか、外国人就職相談ブースとして、新卒応援ハローワークもブースを出展。
・合同企業説明会を通して、１名の内定が実現。なお、面接等の選考に至ったケースも含めると19名となる。

オンライン

12月18日

　道と札幌市が連携し、環境・DX分野等に関する展示会への出展や、道内企業と高度外国人材のマッチング等を行い、道内企業の競争力向上を図る。

【北海道・札幌市共催（協議会）事業】

令和6年度　DX等ビジネス共創支援事業実施結果

時期 場所

台湾（台北市内）

10月19日



資料２

【協議会実施事業】

予算額 差引増減

金額（円）【A】 科目 金額（円）【B】 A-B

収入 北海道負担金 17,300,000 北海道負担金 17,300,000 0

札幌市負担金 17,300,000 札幌市負担金 17,300,000 0

収入合計 34,600,000 34,600,000 0

支出 道産品の輸出販路開拓・拡大事業 24,000,000 委託料 23,126,730

役務費 15,778

需用費 0

使用料･貸借料 0

旅費 455,838

小計 24,000,000 23,598,346 401,654
札幌市　11,799,173円
北海道　11,799,173円

環境・DX等ビジネス共創支援事業費 10,600,000 委託料 9,957,200

役務費 17,893

需用費 0

使用料･貸借料 0

旅費 582,447

小計 10,600,000 10,557,540 42,460
札幌市　5,277,612円
北海道　5,279,928円

支出合計 34,600,000 34,155,886 444,114
札幌市　17,076,785円
北海道　17,079,101円

返納 残高 － 444,114 -

備考

期末残高 0

　北海道・札幌市海外展開連携推進協議会　令和６年度決算

区分 項目
決算額

備考

項目 金額



１　事業目的

２　事業内容（予定）

３　事業スケジュール（予定）

４月～５月 道内 道内企業募集

６月～８月 道内 道内企業募集（現地展示会出展、研修会等）

６月～７月 道内会場 セミナー開催

10月～11月 欧米・インド・道内

11月頃 ASEAN

フォローアップ商談の実施

４　事業概要（予定）

各市場での商品定着化に向けて、(1)～(4)の事業に取り組む。

①　道内事業者の輸出力等強化支援デジタル技術を活用した販路・品目拡大（現地展示会出展等）

・ASEAN地域で開催される展示商談会に出展し、EC関連バイヤー等と道内企業との商談を実施。

② デジタル技術習得等のための研修会・セミナー開催　

③ EC市場開拓テストマーケティングの実施

④ ECバイヤー等招へい

　インバウンド市場獲得等に向けたアドバイス会及び商談を実施。

・ECやSNS等の活用方法や、対象国のマーケット情報等を提供。

・EC市場開拓・マーケティングのため現地物産展等に出展し、試食・販売を通じて現地バイヤー等に向けて道産品の魅力を発信。

・道内の生産・製造現場視察や食体験を通じた商品磨き上げ、デジタル技術を活用したブランディング、

2月頃 ○ ○ 事業実績報告書作成

○

欧米・
インド

○

○

○ テストマーケティング、現地プロモーション等の実施

○ 現地展示会出展等

【北海道・札幌市共催（協議会）事業】

令和7年度　デジタル技術を活用したグローバル市場開拓事業

　デジタル技術を活用した道産品の輸出拡大に向けて道と札幌市が連携し、ジェトロや金融機関等の海外ネットワークを活用しながら研修
会や現地バイヤーとの商談、現地展示会への出展などを実施する。

（１）対象市場国・地域
    　ASEAN、欧米・インド
（２）分　野
     道産品：道内で製造または加工されたもの全般（道産の食品、化粧品等）
（３）内　容
　　【対象市場・地域：ASEAN】
　　①デジタル技術を活用した販路・品目拡大（現地展示会出展等）
　
　　【対象市場・地域：欧米・インド】
　　②デジタル技術習得等のための研修会・セミナー開催
　　③EC市場開拓テストマーケティングの実施
　　④ECバイヤー等招へい

時期 場所・手法等
エリア

内容 備考
ASEAN等

・委託事業として実施する。

・委託開始前の期間におけ
る事業周知等は、必要に応
じ協議会で実施する。

12月頃



１　事業目的

２　事業内容

（１）対象国

■海外販路拡大支援　：　ＡＳＥＡＮ等

■国際ビジネス人材支援　：アジア

（２）対象分野

■海外販路拡大支援　：　環境・DX分野等の技術・製品・ノウハウ等

■国際ビジネス人材支援　：　IT分野等

（３）内容

■海外販路拡大支援　：　展示会出展、フォローアップ

■国際ビジネス人材支援　： 現地マッチングツアー開催

３　事業スケジュール

10月 ・ＡＳＥＡＮ等

10月～２月 ・アジア ・現地外国人向けマッチング交流会（対面）

・現地外国人材向けセミナー（対面）

・現地教育機関等と企業との面談（対面）

11月～３月 ・オンライン ・展示会出展後のフォローアップ ・商談状況の確認、商談支援等

４　事業概要

■海外販路拡大支援

○展示会出展

 ・ ＡＳＥＡＮ等で開催される現地展示会への出展

（展示会候補）

 シンガポール：「ITAP2025-Industrial Transformation Asia Pacific」（10月15日～17日）

 台湾：「Taiwan Innotech Expo2025」 （10月16日～18日）

 シンガポール：「Singapore Week of Innovation & Technology」（10月29日～31日）

【主な実施項目】

■国際ビジネス人材支援

【主な実施項目】

・現地外国人向けマッチング交流会（対面）

・現地外国人材向けセミナー（対面）

・現地教育機関等と企業との面談（対面）

・アジア圏に在住している現地外国人材と、外国人材の雇用を希望する道内ＩＴ企業等とのマッチングツアーを
開催し、即戦力としての高度な専門知識や技術を有する人材を海外から呼び込み、道内企業への高度外国人
材の就職を支援する。

【北海道・札幌市共催（協議会）事業】

令和7年度　環境・DX等ビジネス共創支援事業費計画

　道と札幌市が連携し、環境・DX分野等に関する展示会への出展や、道内企業と高度外国人材の現地マッチング等を行い、道内企業の競争力向上を図る。

時期 場所（会場等） 内容（規模、対象、方法　等） 備考

○現地マッチング・現地セミナー等開催

・現地マッチング・現地セミナー等開催

・現地展示会出展

 ・道内参加企業の掘り起こし

 ・現地展示会でのプロモーション、商談マッチング支援

 ・道内参加企業の展示会出展後、フォローアップ



【協議会実施事業】

予算合計

金額（円） 科目 金額（円）

収入 北海道負担金 17,300,000 北海道負担金 17,300,000

札幌市負担金 19,265,000 札幌市負担金 19,265,000

収入合計 36,565,000 36,565,000

支出 委託料 22,252,827

役務費 135,000

需用費 45,000

使用料･貸借料 45,000

旅費 1,522,000

小　計 24,000,000 23,999,827
札幌市　12,000千円
北海道　12,000千円

委託料 12,127,710

役務費 21,000

旅費 401,000

使用料 0

需用費 15,000

小　計 12,565,000 12,564,710
札幌市　7,265千円
北海道　5,300千円

支出合計 36,565,000 36,564,537

環境・DX等ビジネス共創支援事業費

　北海道・札幌市海外展開連携推進協議会　令和７年度収支予算（案）

区分 項目
収支予算額

備考

デジタル技術を活用したグローバル市
場開拓事業



北海道・札幌市海外展開連携推進協議会運営規程 

 

改正 令和７年３月２８日 

 

第１（趣 旨） 

 北海道・札幌市海外展開連携推進協議会（以下、「本協議会」という。）の運営及び業務執行

に関し必要な事項はこの規程の定めるところによる。 

 

第２（事業計画） 

（１）本協議会の事業計画は、各年度の事業開始までに作成する。 

（２）事業計画の内容等を変更するときは、あらかじめ、会長及び副会長の承認を得ること。な

お、会長及び副会長の事前承認を必要とする事業内容の変更とは、次の場合をいう。 

  ア 各事業の全部又は一部中止しようとするとき。 

  イ 各事業の内容を変更するとき（事業計画の細部の変更など軽微なものは除く）。 

  ウ 負担金の金額を変更するとき。 

 

第３（事務局） 

（１）本協議会の事務を執行するために、事務局に次の職員を配置する。 

（２）事務局長を北海道総合政策部国際局国際課（以下、「国際課」という。）国際経済担当課

長、事務局次長を札幌市経済観光局産業振興部（以下、「産業振興部」という。）産業振興

課長及び札幌市経済観光局経済戦略推進部（以下、「経済戦略推進部」という。）企業立地

課長をもって充てる。 

（３）事務局長、事務局次長のほかに事務局員を配置し、それぞれ国際課、産業振興部及び経済

戦略推進部の職員をもって充てる。 

 

第４（業務） 

 事務局は本協議会が決定した方針等に従い本協議会の業務を執行することとし、業務内容は別

表のとおりとする。 

 

第５（事務決裁） 

（１）業務執行に必要な会計支出等の事務処理については、事務局長の決裁を得なければならな

い。 

（２）事務局長が不在の場合は、事務局次長が代決することができる。 

（３）札幌市において、各事業に関する決裁にあたっては、当該事業を所管する事務局次長が行

う。 

 

第６（各事業の実施） 

（１）本協議会規約第３条に規定する各事業は、北海道及び札幌市の相互の協力の下で実施する。 

（２）各事業において業務の効率化を図るため、専門的知識や経験を有する者に事業の一部を委

託することができる。 

 

第７（文書管理） 

（１）事務局長は、収受した到達文書を速やかに処理しなければならない。 

（２）事務局長は、意思決定に至る過程並びに当該事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は

検証することができるよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、決定書・報告

書等の文書を作成しなければならない。 

（３）会議の開催に関する文書（議事録を含む。）、内部の打合せ、外部の者との折衝等を含め、

事業の実施の方針等に影響を及ぼす打合せ等の記録は文書を作成しなければならない。 

（４）文書の保存期間は、事業年度終了日の翌日から起算し、５年間とする。 

（５）事務局長は、常に文書の所在を明らかにし、保管を行わなければならない。 

（６）本協議会解散後の文書の引継先は、当該事業における北海道の所管部署とする。 

（７）保存期間を満了した文書を廃棄するときは、裁断、溶解、焼却等適切な方法によらなけれ



ばならない。 

（８）個人情報等を含む取扱注意文書の管理に当たっては、その内容が関係者以外の者に漏れる

ことがないよう、細心の注意を払わなければならない。 

 

第８（会計管理） 

（１）事務局長は、本協議会の口座を開設し、予算を管理する。 

（２）各事業の契約主体となる事業会計責任者は事務局長をもって充てる。 

（３）会計事務の処理に当たっては、収入・支出状況表、支出予定表、証拠書類台帳、その他必

要な書類・簿冊を備え付けて行わなければならない。 

（４）本協議会の事業の支出は、毎年度、３月３１日までに支払いを完了しなければならない。 

 

第９（その他） 

 この規程に定めのない事項については、本協議会において別途定める経費支出マニュアルに基

づくものとする。 

 

附 則 

 この規程は、平成２８年７月２０日から施行する。 

附 則（令和２年７月２２日改正） 

 この規程は、令和２年７月２２日から施行する。 

附 則（令和３年４月５日改正） 

 この規程は、令和３年４月５日から施行する。 

附 則（令和４年４月１日改正） 

 この規約は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年６月２６日改正） 

 この規約は、令和５年６月２６日から施行する。 

附 則（令和６年５月３１日改正） 

 この規約は、令和６年５月３１日から施行する。 

附 則（令和７年３月２８日改正） 

 この規約は、令和７年４月１日から施行する。 

 



別表 

業務内容及び分担 

 

業   務   内   容 

 

担   当 

   

（１）予算管理の総括に関すること 

（２）支出決定に関すること 

（３）支出計画に関すること 

（４）委託費等の概算払に関すること 

（５）支出実績の確認に関すること 

（６）予算執行に関する連絡調整に関すること 

（７）協議会口座の開設及び管理に関すること 

（８）領収書等証拠書類の管理に関すること 

（９）協議会会員間の連携、調整に関すること 

（10）協議会の開催に関すること 

（11）推進会議の開催に関すること 

（12）海外との連絡調整に関すること 

（13）民間企業、市町村等との連絡調整に関すること 

（14）北海道及び札幌市が実施する他の事業との連携、 

調整に関すること 

（15）その他協議会の庶務に関すること 

 

 

 

・北海道総合政策部 

国際局国際課 

 

・札幌市経済観光局 

産業振興部 

産業振興課 

   

 経済戦略推進部 

 企業立地課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


